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著者について 
パトリシア・アダムスは経済学者であり、トロントを拠点とする NGO であるプローブ・

インターナショナルのエグゼクティブ・ディレクターを務めている。プローブ・インターナ
ショナルは、1980 年代半ばに中国の環境保護運動が始まった当初から、『Damming the 
Three Gorges（三峡ダム）』などの書籍の出版や、英語と中国語で発⾏されるニュースポー
タル『Three Gorges Probe』の発⾏を通じて、中国の環境保護運動に関わってきた。 
中国の⺠主化運動のきっかけとなった『Yangtze! Yangtze！（揚⼦! 揚⼦!）』の英訳版の編
集者として、また、中国の環境危機に関する書籍や雑誌への寄稿者として、彼⼥は中国の環
境政策の権威である。アダムス⽒は、「世界熱帯⾬林運動」や「国際河川ネットワーク」の
創設者であり、アメリカやカナダの議会や委員会で証⾔を⾏っているほか、BBC、CBC、
NPR、ABC、ニューヨーク・タイムズ、ウォール・ストリート・ジャーナル、グローブ・ア
ンド・メール、ナショナル・ポストなどの主要メディアにもたびたび登場している。 
 
 

概要 
・中国が COP26 で、化⽯燃料の使⽤継続を⽀持するような表現にこだわったのには、2 つ
の切実なニーズがある。まず、⽯炭、⽯油、ガスがなければ、中国の経済は衰退し、共産党
政権の正当性が失われてしまうこと。そして同様に、化⽯燃料がなければ、中国の習近平国
家主席が掲げる「中華⼈⺠共和国建国 100 周年となる 2049 年までに中国を世界の最⾼権⼒
者にする」という⼤⽬標を達成することはできないということである。 
・中国は気候変動問題を、⾃国の経済を強化する⼿段として、また他国を弱体化させるため
の武器として利⽤している。しかし、再⽣可能エネルギーのインフラは、信頼性が低く（し
たがって、⽕⼒発電のバックアップが必要）、コストが⾼く、出⼒の抑制率が⾼いのが現状
である。しかし、国内の⾃然エネルギー施設は、欧⽶の環境保護主義者が視察するための効
果的なデモンストレーションプロジェクトとして機能している。欧⽶環境保護主義者は⾃
国の政府に⾼価で信頼性の低いエネルギーを購⼊するよう働きかけている。購⼊が実現す
れば、欧⽶の 2 つの損失に対して中国が 2 つの勝利を⼿にすることになる。 
・中国は、欧⽶に不便な⾃然エネルギー技術を売って利益を得るのをお⼿本にして、電気⾃
動⾞市場を独占したいと考えている。 
・欧⽶諸国は、⼀⽅的な気候変動政策を追求することによって、戦時中の破壊⼯作員のよう
に、エネルギーコストの上昇、停電、その他の供給不⾜によって⾃国経済に⾜かせを与えて
いる。ネット・ゼロ・アジェンダほど、欧⽶の経済を⿇痺させる武器はない。中国の「軍隊」
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には、欧⽶の環境 NGO やメディアが含まれており、彼らが⼀体となって頭の弱い政治家た
ちに指⽰を出している。 
・共産党政権が⽣き残るためには、経済成⻑のための化⽯燃料を確保しなければならず、そ
のために国家のあらゆる資源を投⼊しているのである。 
・中国国内で CO2 削減を進めることは、共産党⽀配の維持や、2049 年に世界第⼀位の超⼤
国になるという⽬標には役⽴たない。中国の指導者にとって、これは特に考えるまでも無い
ことだ。中国共産党にとって、⼆酸化炭素の削減は、中国共産党が害を加えて取って代わろ
うとしている敵国にとってのみ、意味があることだ。 
 
 

はじめに 
2021 年 11 ⽉にグラスゴーで開催された COP26 気候変動サミットは、190 ⼈の世界のリ

ーダーが⼆酸化炭素の排出量を削減し、地球を救うための誓約をすることを⽬的としてい
た。主なターゲットは、世界の⼆酸化炭素排出量の 42％を占め、他の化⽯燃料を含む代替
エネルギーよりもはるかに汚染度が⾼い⽯炭であった(1)。しかし、⼟壇場になって、世界
最⼤の消費国であるインドと中国が協定の⽂の変更を要求してきた。⾒せかけに過ぎない
とは⾔え、北京の参加が無ければ、気候変動交渉の体裁は崩れてしまう。このため、COP26
サミットでは、⽯炭発電の使⽤を「フェーズアウト」するという緊急性の⾼い約束から、「フ
ェーズダウン」という、⽯炭をいつまでも使い続けられるようなゆっくりとした削減⽅法を
⽰唆する表現に変更された。 

中国が化⽯燃料の使⽤継続を⽀持する⾔葉にこだわった背景には、2 つの切実なニーズが
ある。まず、⽯炭、⽯油、ガスがなければ、経済が低迷し、共産党⽀配の正当性が失われる
ということである(2)。同様に重要なことは、化⽯燃料がなければ、中国の習近平国家主席
が、中国⼈⺠解放軍の建国 100 周年にあたる 2049 年までに中国を世界最強の覇権国家にす
るという⼤⽬標を達成することができないということである。 

2012 年、習近平は国家主席としての最初の演説で、「国家の⼤いなる若返り」（3）に着⼿
することを発表した。彼はかつての皇帝の⾔葉を使って、中国が世界の超⼤国としての地位
を回復することを⽬指すと宣⾔した。中国⼈が何世紀にもわたって理解してきたように、天
下という概念、すなわち「天命」（4）の下で、中国の⽀配者には、世界全体の統治を当然の
ものとする天与の権利があると⾔われている。 

その天命は、1839 年から 1949 年まで清王朝と中華⺠国を征服した⻄欧列強と⽇本の⼿
による 1 世紀にわたる国家的屈辱によって中断された。北京の中国国家博物館の展⽰では、
この時代を「帝国の権⼒者たちが蜂の群れのように中国に降り⽴ち、我々の宝物を略奪し、
我々の⼈々を殺した」と表現している。(5) 
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この屈辱を晴らすために、習主席は「宇宙から海底まで」の経済と国⺠⽣活のあらゆる部
分に関する、詳細な計画を作成した(6)。「中国の夢（チャイナ・ドリーム）」（7）、「中国製
造 2025」（8）、そして今回の「共同富裕」（9）といった宣伝⽂句のもと、イノベーション、
ガバナンス、軍事開発のためのいわゆる「中国モデル」（10）によって、中国は⽶国に代わ
って世界の⼤国になると考えられている。2021 年 7 ⽉、中国共産党創⽴ 100 周年を迎えた
習近平は、⽑沢東と同じ⼈⺠服を着て、7 万⼈の聴衆を前に演説で熱弁をふるい、こう喝破
した。 
「中国⼈⺠は、いかなる外国勢⼒が我々をいじめ、強制し、奴隷にすることも決して許さな
い。そんなことをしようとする者は、必ず頭を割られ、14 億⼈の中国⼈の⾎と⾁で作られ
た鋼鉄の⻑城に⾎を流すことになるだろう（」11）。 
 
 
 

戦わない戦争 
中国はすでに世界最⼤の陸軍と海軍を擁するなど、急速な軍事化を進めている（12）。だ

が中国の考え⽅では、世界的な軍拡を実現し、戦場での軍事的勝利により優位性を得ること
は、やぼな次善策を意味するに過ぎない。中国の伝説的な軍⼈で『兵法』の著者である孫⼦
は、「戦わずして⼈の兵を屈するは、善の善たる者なり」と述べている（13）。この理想に応
えるため、習主席は⼀発も発砲せずに世界を征服しようと取り組んでいる。気候変動に関す
る中国の多くの⽭盾した⽴場は、この⽂脈で理解するのが最も適切である。 

国際機関の破壊 
中国の弾丸無き戦争は、「兵は詭道なり（戦争とは騙しあいである）」という孫⼦の思想に

基づいている。近年の歴史は、⻄側諸国が容易く欺かれることを証明している。冷戦時代、
⻄側諸国は、国際組織を通じて中国に関与すれば、いずれ⾃由⺠主主義国家になる、と思い
込まされていた。⼀⽅、北京は、全体主義を定着させさらに強めるために、そのような国際
組織を転倒させることに精⼒を傾けた。 

 例えば、国連では、中国は貧困国の票を買うことでリーダーの座を獲得してきた。国連
最⼤の技術機関である⾷糧農業機関（FAO）の事務局⻑に北京の曲東友農業次官を据える
ため、中国はカメルーンを買収し、カメルーン政府の債務 7800 万ドルを帳消しにすること
で候補を辞退させたとみられている（14）。北京が国連機関を戦略的に⽀配していることに
対して、⽶国のリンダ・トーマス＝グリーンフィールド国連⼤使は下院外交委員会で次のよ
うに述べた。「彼らは国連で巨⼤な影響⼒を⾏使しており、それは悪質だ（中略）。多国間主
義へ権利をふりかざすアプローチを促進している」（15）。  
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2021 年 8 ⽉に国連の気候変動に関する政府間パネル（IPCC）のワーキンググループの共
同議⻑（16）が 4000 ページの⽂書（17）を作成し、その中で「温室効果ガス（GHG）の排
出を強⼒かつ迅速、持続的に削減し、CO2 の純排出量をゼロにする」必要性(18)を宣⾔す
ることになったが、その⼈物は中国共産党が任命した⼈物である。国連の専⾨機関 15 機関
のうち、FAO、国際電気通信連合（ITU）、国連⼯業開発機関（UNIDP）の 3 機関は中国⼈
がトップを務めている。2007 年以降、国連経済社会局（DESA）の事務次⻑の地位は中国
のキャリア外交官が占めており、北京は国連の開発プログラムを⾃国の利益に合わせて再
編する機会を得ている（19）。 

さらに、中国は国連⼈権⾼等弁務官事務所と国連⼈権理事会を⽀配している(20）。中国の
特使は、国連の国際⼈権システムに対する権威主義的な代替案を⽀持するよう各国や企業
に圧⼒をかける⼀⽅で、同時にそのシステム内部から、⼈権を政府が守るべき個⼈の普遍的
な権利としてではなく、「開発への権利」として再定義することによって、その空洞化を図
っている（21）。「より⼤きな発展があってこそ、⼈権はよりよく促進される」と、7 ⽉にジ
ュネーブの中国⼤使、陳旭は述べている（22）。  

英国下院外交委員会（23）は、最新の報告書において、この「中国による組織への忍び寄
り」とその独裁的な国家の同盟国を「悪意あるもの」と呼んでいる。同委員会は、中国がそ
の経済的影響⼒と攻撃的な外交⼒を使って、諸国に中国の⽴場や候補者を⽀持するよう強
要し、また世界保健機関、世界貿易機関（WTO）、国連⾼等弁務官事務所などの組織を利⽤
して「元来協⼒して実施すべきであった政策から逸脱させている」と⾮難した。こうした外
交クーデターにより、「⺠主主義を守るために第⼆次世界⼤戦の残骸から作られた制度を独
裁者が乗っ取っている」と、英国下院外交委員会のトム・トゥゲンドハット委員⻑は警告を
発している（24）。 

中国共産党は、国際刑事警察機構（インターポール）の国際逮捕状制度とさまざまな超法
規的⼿段を使って、中国共産党の海外の政敵、内部告発者、そして潜在的には反体制派まで
も追い詰めることができるため、中国にとってインターポールは特に価値のある存在とな
った（25）。 

 
 

影響⼒の拡⼤ 
中国は以前から、⼀⾒するとありえないような地域で領⼟を拡⼤してきた。中国は 1985 

年に南極条約に加盟し、南極の保護を約束したが、オーストラリアの観察者によれば、 「中
国は南極で無申告の軍事活動を⾏い、領有権主張の根拠を築き、鉱物探査を⾏っている」そ
うで、 これらはすべて南極条約が明確に禁じている活動である（26）。元ホワイトハウス国
家安全保障顧問のロバート・C・オブライエンは、「⾹港、南シナ海、サイバー経済スパイ、
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貿易で⾒てきたように、中国共産党は都合の良い時には国際的な合意を故意に無視する」
(27)と驚かなかった。⼀⽅で、反対側の北極圏では、中国は協⼒推進を⽬的に北極圏 8 カ国
が設⽴した政府間フォーラム「北極評議会」で「準北極圏国」になるためのロビー活動に励
んでいる。ここで中国は、環境とグッドガバナンスのカードを使って、海運とエネルギー開
発に関する決定をコントロールするために、「将来の北極圏ガバナンスと協⼒の新しい⽅向
性を⽰す」ことができる「氷上のシルクロード」の枠組みを呼びかけている(28)。「北極海
航路は戦略的軍事航路であり、北極を⽀配する者は他の敵に対して優位に⽴つ」、と中国の
海洋専⾨家である史春林は 2010 年に記している(29)。 

⽶国国防省の元中国担当局⻑であるジョセフ・ボスコ⽒は、中国が南シナ海、東シナ海、
台湾海峡でグレーゾーンの拡張主義を成功させ続けていると指摘する。⻄側諸国からの重
⼤な反応を回避するためにその活動を調整する⼀⽅で、北京は台湾海峡というホットスポ
ットで、地上、海上、上空それぞれに拡張の事実を作り出している、と⾔うのだ。最初は⼀
時的または⼀時的な侵害に⾒えるかもしれないが、「中国の恒久的なプレゼンスに容易に変
容し、あからさまな軍事⾏動によってのみ破壊され、その後、中国の本格的な軍事反応を引
き起こすかもしれない」のである。そうなれば、中国の近隣諸国は侵略者だと思われるのを
恐れて、⾝を引くだろう。孫⼦と共産党の教義の両⽅が⽰すように、そのとき中国は「戦わ
ずして勝つ」ことになる(30)。 

南シナ海での成功に気を良くした習近平は、ヒマラヤでもそのモデルを踏襲し、係争中の
国境地帯に新しい村や軍事施設を積極的に建設しようとしている。その⽬的は、インド政策
研究センターの地政学者であるブラマ・チェラニー⽒いわく「インド、ブータン、ネパール
が⾃国の境界内にあるとする戦略的に重要な地域の⽀配を拡⼤・強化すること」であり、彼
はさらに次にように付け加えている： 

 
「電⼦戦基地や防空基地、地下の弾薬庫など、さまざまな施設が新たに設置された（中略） 
このアプローチの仕⽅においては、通常戦術と⾮正規戦術が、⼩さな⽬⽴ちにくい領⼟侵犯
（または「サラミ戦術ともいう」）、⼼理操作、情報操作、法律戦、強圧的外交と融合されて
いる」(31) 。 
 

また、中国はヒマラヤ⾼原の⼤部分を⽀配していることを、近隣諸国に対する武器として
利⽤している。国際河川が⾃国の領⼟を離れる直前に⼤規模なダムを建設し、国境を越えた
⾃然の流れを操作することで、アジアの主要河川の源流を掌握しているのである。チベット
という「アジアの給⽔塔」を使って、多くのアジア諸国と交渉したり、脅したりしているの
だ。インダス川、サトレジ川、ブラマプトラ川、イラワジ川、サルウィン川、⻩河、⻑江、
メコン川など、アジアの 10 ⼤河川はチベットに源を発し、中国、インド、バングラデシュ、
ネパール、ブータン、パキスタン、ベトナム、タイ、ビルマ、カンボジア、ラオスに流れて
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いる。これらの河川は、南・東南アジアの約 20 億の⼈々の⽣命線である(32)。ダムの突然
の放流と予告なしの放流中⽌は、すでに下流の国々を困惑させており、このことは中国がこ
の地域の淡⽔供給を武器にする⼒を持っていることを⽰している(33)。 
 

経済こそが主戦場である 
しかし、エネルギーと気候政策を含む経済分野こそが、世界制覇を⽬指す中国の闘争が繰

り広げられる最も重要な舞台であることは間違いない。10 年前、国防⼤学（⼈⺠解放軍の
幹部を養成するエリート⼤学）の教授だった劉⼤佐は、軍事的⽬標のために経済⼒を⾼める
という戦略を⽀持した。彼は、中国が経済規模を世界最⼤にし、強⼤な軍事⼒でそれを補完
することによって、アメリカに代わって世界のトッププレーヤーになることを提⾔した(34)。 

中国が産業界の覇権を握るのに、正当な道を歩んできているとは⾔い難い。2001 年に
WTO に加盟し、公正な貿易ルールに従うことを約束したが、その後、⾃国産業を保護する
ために⾼い関税と⾮関税障壁を⽤い、絶えず規制を変え、外国⼈に市場を閉鎖し、サイバー
スパイや物的窃盗、技術移転強制によって主要技術や知的財産を奪い、中国企業との合弁を
強制し、政府主導の秀でた国内企業「ナショナル・チャンピオン」の輸出を補助するなど、
組織的に国際ルールに違反したのである。補助⾦は、直接的な資⾦移動であれ、環境・安全
衛⽣基準の無視であれ、メーカーへの安価な融資であれ、⾃由市場の競争相⼿をつぶし、鉄
鋼、鉄道、医薬、希⼟類鉱物、⾵⼒・太陽光などのグリーン技術など、かつての多様なプレ
ーヤーを⼀掃し、世界市場を席捲した(35)。同じ戦略の⼀環として、中国は弱⼩国を⾷い物
にし、「債務の罠」で天然資源を囲い込み、ボーキサイト、銅、ニッケル(36) 、リチウムな
どの重要資源を世界的に⽀配した(37)。中国は現在、船舶の製造や冷蔵庫からカラーテレビ、
エアコン、コンピューターに⾄るまで、あらゆる産業を⽀配し、世界第⼆位の経済⼤国とな
った(38)。 

中国は、欧⽶経済に直接打撃を与える⼿法も採⽤している。サイバー戦争を通じて、中国
が欧⽶の経済と統治システムをコントロールする⼒を持っていることを思い知らせること
で、⻄側諸国を⼼理的に打ち負かすことを狙っている(39)。国家安全保障局、FBI、CISA（⽶
国サイバーセキュリティ・インフラストラクチャ・セキュリティ局）によると、政治、経済、
軍事、教育機関、重要インフラを標的とした中国の多発的、効果的、悪質なサイバースパイ
活動は、⽶国とその同盟国に⼤きな脅威を与えている(40)。⽶国議会下院情報委員会では、
⽶国安全保障局の当局者が、中国と「おそらく他の 1 つか 2 つ」の国が、サイバー攻撃によ
って国家の電⼒網(42)やその他の重要インフラを停⽌させる能⼒を持っていると、2014 年
の時点で警告している。 

欧⽶の産業が直⾯する⽇常的なサイバーコストの⼀例として、2021 年 3 ⽉、中国国家安
全部（MSS）がマイクロソフトの Exchange メールサーバーに⼤規模なサイバー攻撃を仕掛
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けたことが挙げられる(43)。この攻撃は、MSS のために働く犯罪的な契約ハッカーによっ
て⾏われ、彼らはサイバー対応の恐喝、クリプトジャック、ランサムウェアにも関与してい
る。彼らのデジタル攻撃は何年も続いており、「政府や企業は、盗まれた知的財産、⾝代⾦
の⽀払い、サイバーセキュリティの緩和努⼒などで何⼗億ドルもの損害を被っている」と、
アントニー・ブリンケン国務⻑官は指摘している（44）。 
 

武器としての気候政策 
中国は、気候政策を⾃国の経済を強化する⼿段としても、他国を弱体化させるための武器

としても利⽤している。現在、⾵⼒発電産業と太陽光発電産業を独占しているが、⾃国のグ
リーン電⼒インフラは、どこでもそうであるように、信頼性に⽋け（そのため⽕⼒発電のバ
ックアップが必要）、コストがかかり、⾼い出⼒抑制率にさらされている(45)。しかし、国
内の⾃然エネルギー施設は、欧⽶の環境保護主義者が⾒学するための効果的な実証プロジ
ェクトとして機能しており、彼らは欧⽶諸国に⾼価で信頼性の低いエネルギー技術を購⼊
するよう働きかけるのだ。購⼊すれば、中国が 2 勝し、欧⽶が 2 敗することになる。欧⽶に
不便な⾃然エネルギー技術を売って利益を得るという同じ⽅法で、中国は電気⾃動⾞市場
を⽀配することも⾒込んでいる。 

従来の戦争はゼロサムゲームであり、敵の軍事⼒を減らすことは、⾃国の軍事⼒を増やす
ことと同じように有益である。この論理は冷戦にも当てはまり、特に経済競争をゼロサムゲ
ームと考える中国のような共産主義国はそう考えている。中国からすれば、経済戦争に勝つ
ために、敵の経済を衰退させることは、⾃国の経済を強化することと、同じくらい価値のあ
る努⼒なのである。 

サイバー戦争が⽬に⾒えない形で経済を攻撃するのに対して、気候変動政策は丸⾒えの
状態で攻撃を⾏う。「敗北から⾝を守る機会は⾃らの⼿にあるが、敵を倒す機会は敵⾃⾝に
よってもたらされる」という孫⼦の格⾔を中国が実⾏した、これ以上の例はないだろう(46 )。
⻄側諸国は、気候変動政策を進めることによって、戦時中の破壊⼯作員と同じように、停電
やその他の供給不⾜を通じて⾃国の経済に⽀障をきたしている。気候変動ほど、⻄側諸国の
経済を破綻させる強⼒な武器はない。中国の武器を持たない「軍隊」には、⻄側の環境 NGO 
やメディアも含まれており、彼らは共に政治家に指⽰を与えているのだ(47)。 

このやり⽅が功を奏していることは間違いない。現在⾏われているグリーン・ニューディ
ールの試みは、「古い灰⾊の経済を、環境にやさしく、経済的に実⾏可能で、社会的責任の
ある新しい持続可能な経済に転換する」（48）とされるアメリカの⼤改造で、アメリカン・
エンタープライズ研究所の推定によれば、アメリカ経済に年間約 9 兆ドルの GDP 損失を
もたらすとされている(49) 。⽶国の GDP 総額が約 21 兆ドルであることを考えると、グ
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リーン・ニューディールが包括的に実施されるとすれば、経済は破綻することになる。この
グリーン・ニューディールの気候変動の部分だけでも、10 年間にわたり 12 兆ドルもの費⽤
かかるだろう(50)。 

テキサス州では、州の義務化と連邦政府の補助⾦によって⾵⼒発電が第 2 位の電⼒源と
なっているが、2021 年 2 ⽉の寒波で電⼒が不安定になり、完全に停⽌してしまった。寒波
が悪化すると、州の⾵⼒発電の半分が凍結して動かなくなったのだ。2 ⽉ 7 ⽇には州の電⼒
の 42％を⾵⼒が供給していたが、2 ⽉ 11 ⽇には 8％にまで落ち込んだ。それに対して⼀⽅、
極寒のため⽯炭⽕⼒発電所や天然ガスパイプラインの冷却装置が凍結したにもかかわらず、
州内の⽯炭⽕⼒発電所は需要の増加に対応して出⼒を 47%も増加させたのだ。州内の天然
ガスプラントは、なんと 450%も出⼒を増やした。⾵⼒発電の頼りなさを化⽯燃料が補って
くれているのだ(51)。 

欧⽶の他の地域での経験もまた、破滅的なものであった。ドイツでは、今世紀半ばまでに
化⽯燃料から再⽣可能エネルギーに移⾏する計画（エネルギーヴェンデ）が、フラウンホー
ファー研究所によって、約 1 兆 1 千億ユーロのコストがかかると予測されている(52)。 エ
ネルギーコストの上昇により、メーカーはドイツから、気候変動政策を唱えるだけで実⾏し
ない⽶国に移転し始めている。 

英国では、2050 年までに英国を環境に優しい国にするための 368 ページの計画「Net Zero 
Strategy: Build Back Greener」があり、それには少なくとも 3 兆円の値札がついている(53)。
シンクタンクのオンワードは、2025 年までにネット・ゼロを実現するには、ガスボイラー
を電気ヒートポンプなどの低炭素型代替品に取り替えるために、現在英国で働いている配
管⼯の 3 倍にあたる 27 万⼈が必要になると試算している。マイケル・ケリー教授は、英
国の住宅に断熱材を導⼊するために必要な追加労働⼒は、国⺠保険サービス NHS で働く労
働⼒と同規模になると⾒積もっている(54)。 

中国は、欧⽶が気候変動改⾰の追求を続けるよう、できる限りの働きかけを⾏っている。
さらに、中国も⾃らの役割を果たすことを約束し、指導的な役割を担うまでに⾄っている。
2021 年 9 ⽉ 21 ⽇、第 76 回国連総会で、習近平は、地球環境ガバナンスを改善し、気候変
動に積極的に対応し、「⼈間と⾃然のための⽣命共同体」を創造することの重要性を強調し
た。中国の他の途上国との取引では、グリーンエネルギーや低炭素エネルギーの開発を優先
し、⽯炭⽕⼒発電プロジェクトの新規建設を中⽌することを約束した。国内では、グリーン
で低炭素な経済への移⾏を加速し、カーボンニュートラルに到達することを約束した。「中
国は、2030 年までに⼆酸化炭素の排出量をピークアウトさせ、2060 年までにカーボンニュ
ートラルを達成するよう努⼒する。これには途⽅もない労⼒が必要だが、この⽬標を達成す
るためにあらゆる努⼒を惜しまない」と述べた(55)。 

だが以上は陳腐な⾔葉の羅列に過ぎない。実際のところは、COP26 で明らかになったよ
うに、欧⽶の⾸脳は CO2 排出削減を約束し、宣⾔⽂に署名したが、中国はそれを拒否した。
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中国⼈にとって、⻄洋⼈の騙されやすさは、⾃分たちが本質的に優れた⺠族であるという⾒
⽅を裏付けるものである。習近平主席のレトリックはさておき、彼の計画は明確である。中
国は、国内外において、より多くの化⽯燃料を確保し、経済を牽引し、世界の超⼤国の覇権
を握るために全⼒を尽くしているのである。 
 

中国のアキレス腱 

⽯炭と中国共産党の権⼒掌握 

「はじめに」で述べたように、共産党が政権を維持するためには、安価で信頼できるエネ
ルギーが必要である。そのため、2021 年にエネルギー不⾜が中国を襲うと、李克強⾸相は、
⽯炭から電⼒、⽯油まで、国有エネルギー企業トップに何としても冬場のエネルギー供給を
確保するよう命じたのである。中国当局は内モンゴルの 70 以上の炭鉱に 1 億トン近い⽯炭
⽣産の増強を命じ、休⽌していた炭鉱を復活させた(56)。「電⼒制限、減産、キャンペーン
的な炭素削減などに関する、⼤局観を⽋き思慮不⾜な政策を是正し、北部地域の⼈々には暖
かい冬を確保するとともに、産業と国⺠経済の安定した発展を保証しなければならない」と
李は述べている(57)。 

李は、新華社通信の取材に対して、「CO2 のピークアウトや排出ゼロは⾮常に良いことだ
が、⻑期的な努⼒が必要だ」と述べている。その⼀⽅で、「経済発展が、中国が直⾯してい
るすべての問題の鍵であることに変わりはない。そして供給の不⾜こそが、今、エネルギー
に関する最⼤の不安定要素になっている」と述べた(58 )。訳すならば、エネルギーの安全
供給は体制の維持に必須であり、他のすべてに優先する、という意味である。 

2021 年 11 ⽉中旬、中国のエネルギー危機は、中央計画者のマジックハンドのおかげで終
息した。「中国は⽯炭⽣産の増強に努め、⽯炭価格を妥当な範囲に戻した」と国家発展改⾰
委員会の孟偉報道官は記者会⾒で述べた。中国の電⼒会社の⽯炭在庫は回復し、⼗分な供給
を確保するために天然ガスの⽣産が「活発化」したと国営通信社である新華社は述べている
(59)。 

これらの出来事や COP26 の結果が明らかにしているように、北京は最も安定なエネルギ
ーである⽯炭を捨てようとはしていない。昨年、中国が新たに建設した⽯炭⽕⼒発電所 38.4
ギガワットは、世界の他の地域で新たに建設された⽯炭⽕⼒発電所の 3 倍以上であった
(61) 。さらに 247 ギガワットが計画・開発中であり、今後も増える予定である(62)。 

昨年、中国の各省は 47 ギガワットの⽯炭発電プロジェクトの建設許可を出したが、これ
は 2019 年に許可される容量の 3 倍以上である。CO2 排出量については、鉄鋼業、セメン
ト業、⽯炭⽕⼒を主な電⼒源とする重⼯業が、2020 年後半の中国の CO2 排出量を前年同
期（パンデミック前）に⽐べて 4％押し上げた(63)。 
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⽯油・ガスの⻑い供給ライン 
化⽯燃料は、中国共産党の国内での権⼒維持に不可⽋であるのみならず、習近平の世界征

服計画にも不可⽋である。中国のアキレス腱は、⽯油とガスの海外依存であり、その脆弱性
は、中国最⾼の計画機関である国家発展改⾰委員会が最近初めて認めたところである(64)。 
中国の公式意思決定機関である全国⼈⺠代表⼤会に対する 2020 年の年次報告書(65) で
は、気候変動にはほとんど触れず、代わりに「エネルギー安全保障の確保」を掲げ、「国内
外の需給の⼤きな変化に対応するための不測の事態への対応 計画を改善する」ことを約束
している(66)。 
 3 ⽉ 5 ⽇に⼈⺠代表⼤会に提出された 2021 年次報告書でも、気候変動は軽視され、当時
欧⽶の環境 NGO が脱炭素化に向けて「ベイビーステップ(⼤きな課題に対する⼩さな⼀
歩)」と呼ぶような約束しかしていない(67)。その代わりに、中国はエネルギー供給の確保
を優先し、その結果、次のような決意を表明している： 
 
我々はエネルギー輸送ルートの開拓、エネルギー備蓄能⼒の強化、輸送サービスの向上を推
進する。そしてエネルギー危機管理計画を改善し、リスクおよび緊急事態への対応能⼒を向
上させ、エネルギー安全保障と回復⼒を強化する。 
 
 計画改⾰委員会は最後に、「⽯油とガスの探査と開発を強化する」ことと「⽯炭の供給確
保能⼒を体系的に⾼める」ことを約束した(68)。 
 COP26 での中国の姿勢によってこれまで以上に明らかになったが、中国の⽯油の外国依
存度は、着実に⾼まっている。2008 年には、初めて⽯油の外国依存度が 50%に達した。昨
年は 73％であった。昨年、中国の⽯油輸⼊量は 7.3％増加したが、国内⽣産量はわずか 1.6％
しか増加しなかった。⽯油の⾃給率を⾼めよう努⼒しているにもかかわらず、2017 年以降
の中国の⽣産量は⽇量 380〜390 万バレルに⽌まっている(69)。 
 さらに、⽯油とガスの輸⼊のほとんどは、南シナ海、ホルムズ海峡、特にインド洋と太平
洋を結ぶマラッカ海峡というチョークポイントを通過し、輸⼊⽯油の約 80％がここを通過
する。これらのシーレーンはすべて他国に⽀配されており、台湾、⽇本、インド、あるいは
⽶国と衝突する可能性がある場合、この脆弱性が問題となる(70)。 
 

化⽯燃料へのアクセスを保護する 
中国は、世界征服戦略に対するリスクを⼗分に認識しており、化⽯燃料の供給を確保する

ために、⽬まぐるしいほどの様々な⼿段を講じている。南シナ海では、海軍が、⾃国の港に
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⼊る⽯油・ガスタンカーの航路と、⾃国が領有権を主張している漠然とした海底⽯油・ガス
資源の両⽅を保護している(71)。 

また、⽶国の制裁を覚悟で、イラン産の⽯油を密かに購⼊している(72)。 ⼀⽅、海上の
障害に対する脆弱性を最⼩化するために、陸上の⽯油とガスのルートを積極的に開発して
きた。ロシアから(73) 、ビルマから(74) 、トルクメニスタン、ウズベキスタン、カザフス
タンという中央アジアの供給源から、 安全保障上の脅威とみなすウイグル⼈の住む中国最
⻄部のイスラム教地域、新彊へパイプラインを供給している(75) 。 

中国が将来的に化⽯燃料に依存することをどの程度認識しているかは、⽯油の供給元と
配送ルートを確保するための膨⼤な⻑期投資にも⾒て取れる。中国は現在、アフリカの⾓に
位置するジブチに⼈⺠解放軍の常設海軍基地を置いている。海外初の海軍基地となるこの
基地は、戦略的なシーレーンの保護を⽬的とした任務を遂⾏し、維持する能⼒を備えている。 
また、オーストラリア、カンボジア、インドネシア、マレーシア、ブルネイ、ミャンマー、
マラッカ海峡、バングラデシュ、スリランカ、パキスタン、ジブチ、タンザニア、モーリシ
ャス、ナミビア、ギリシャなど、世界各地の港で⻑期契約を結び、インド洋、北極海、地中
海、バルト海で活動をしている。中国政府は⼤⻄洋のアゾレス諸島の接岸権を獲得しようと
している。また現在、モルディブ、スカンジナビア、グリーンランドで港湾売買の交渉を⾏
っている(76)。 

⼀帯⼀路構想とは、化⽯燃料やその他の資源を中国にもたらすために世界中のインフラ
プロジェクトに投資する 1 兆ドル規模の計画であり、北京の軍事的範囲と地政学的影響⼒
を強化するものである。中国・パキスタン経済回廊は、インド洋に⾯したグワダル港からウ
イグル⺠族の⼟地である新疆まで、⾼速道路、鉄道、パイプラインを建設する数⼗億ドル規
模の計画で、⽯油、天然ガス、その他の原材料を新疆までパイプラインで陸上輸送し、そこ
から中国のさらに東部に⾄るというものだ。中国とパキスタンを結ぶ戦略的重要性を定量
的に説明すると、中国からペルシャ湾までの総距離は 5,000 カイリ以上あり、戦時には通
⾏不能になる可能性が⾼い海域を通過することになる。これに対して、ペルシャ湾からグワ
ダル港までの距離は 600 カイリにも満たない(77)。 
 

結論 
中国共産党の最優先課題である政権存続のためには、経済成⻑のための化⽯燃料の確保

が必要であり、そのために国家のあらゆる資源を投⼊している。中国国内で CO2 削減を追
求することは、共産党⽀配の維持や 2049 年に世界⼀の超⼤国になるという⽬標にはつなが
らないのだ。このことは中国の指導者にとっては、当たり前のことなのだ。CO2 の削減は、
中国に害を及ぼし、取って代わろうとする相⼿に対してのみ意味があるのだ。 
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